






（４） 当該候補者の兼職状況 

６ 評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

 ただし、外部委員の 1 名以上が出席し、かつ、外部委員の 1 名以上が賛成するこ



 利義務を有する。 

 

（報酬等） 

第１７条 評議員には、その職務執行の対価として報酬を支給することができる。その額は、

 毎年総額 30 万円を超えないものとする。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決議により別に定める役員及び評議員の

 報酬等並びに費用に関する規程による。 

 

   第２節 評議員会 

 

（構成及び権限） 

第１８条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

２ 評議員会は、次の事項について決議する。 





（報告の省略） 



６ 理事又は監事に異動があったときには、登記事項証明書等を添え、遅滞なくその

 旨を行政庁に届け出なければならない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第３０条 理事は、理事会を構成し､法令及びこの定款で定めるところにより、この法人の

 業務の執行の決定に参画する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業

 務を執行する。常務理事は、理事会において別に定める職務権限規程により、こ

 の法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長及び常務理事は、毎事業年度毎に 4 ヶ月を越える間隔で 2 回以上、自己の

 職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

  

（監事の職務及び権限） 

第３１条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

 成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務







第６章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第４５条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条（及び１４条）についても適用する。 

３ 公益社団・財団法人認定法第１１条第１項各号に掲げる事項に係わる定款の変更



 




